
別 紙	

	

平成３０年度子ども・子育て支援事業費補助金交付要綱（案）	

	

（通 則）	

第１条 平成３０年度子ども・子育て支援事業費補助金（以下「補助金」という。）につ

いては、予算の範囲内において交付するものとし、補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関

する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適正化令」という。）の規定によ

るほか、この要綱の定めるところによる。 

	

（交付の目的）	

第２条 この補助金は、都道府県及び市町村（特別区を含む。以下同じ。）が幼児教育の

無償化の実施にあたり、その導入にあたって必要となる事務及びシステム改修等に要す

る経費に対し補助金を交付することにより、事業を円滑に実施することを目的とする。	

	

（交付の対象）	

第３条 この補助金は、都道府県及び市町村が幼児教育の無償化の実施にあたり、その導

入にあたって必要となる事務及びシステム改修等に要する経費を交付の対象とする。	

	

（交付額の算定方法）	

第４条 この補助金の交付額の算定方法は、次により算定された額とする。ただし、算出

された合計額に 1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切捨てるものとする。	

（１）別表の第２欄に定める種目ごとに、第３欄に定める基準額と、第４欄に定める対

象経費の実支出額とを比較して、いずれか少ない方の額を選定する。	

（２）（１）により選定された額と総事業費から寄附金その他の収入額を控除した額と

を比較して、いずれか少ない方の額を交付額とする。	

	

（交付の条件）	

第５条 この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。	

（１）事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、内閣総理大臣の承認

を受けなければならない。	

（２）事業を中止し、又は廃止する場合には、内閣総理大臣の承認を受けなければなら

ない。	

（３）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、

速やかに内閣総理大臣に報告してその指示を受けなければならない。	

（４）事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械及び器具

については、適正化令第１４条第１項第２号の規定により内閣総理大臣が別に定め

る期間を経過するまで、内閣総理大臣の承認を受けないで、この補助金の交付の目

的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはなら

ない。	

（５）内閣総理大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、

その収入の全部、又は一部を国庫に納付させることがある。	

（６）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなけれ

ばならない。	

（７）この補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式●による

調書を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、か

つ調書及び証拠書類を事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には

その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しなければならない。	

ただし、事業により取得し、又は効用の増加した財産がある場合は、前記の期間

を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は適正化令第１４条第１項第２号

の規定により内閣総理大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか長い日まで保

管しておかなければならない。 

	

（申請手続）	

第６条 この補助金の交付の申請は、別紙様式●による交付申請書に関係書類を添えて、

別に定める日までに内閣総理大臣に提出するものとする。	

	

（変更申請手続）	

第７条 この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申請

等を行う場合には、第６条に定める申請手続に従い、内閣総理大臣が別に定める日まで

に行うものとする。	

	

（交付決定） 

第８条 この補助金の交付の決定は、次により行うものとする。 

（１）内閣総理大臣は、交付申請書又は変更交付申請書が到達した日から起算して原則と

して２か月以内に交付の決定又は決定の変更を行うものとする。 

（２）都道府県は、交付決定の内容又はこれに付された条件に対して不服があることによ

り、交付の申請を取り下げようとするときは、交付決定の通知を受けた日から１５日

以内にその旨を記載した書面を内閣総理大臣に提出しなければならない。 

 

（補助金の概算払）	

第９条 内閣総理大臣は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承認額の範

囲内において概算払をすることができる。	

	

（実績報告）	

第１０条 この補助金の事業実績報告は、別紙様式●による事業実績報告書に関係書類を
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添えて、別に定める日までに内閣総理大臣に提出するものとする。	

	

（補助金の返還）	

第１１条 内閣総理大臣は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額

を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について国庫

に返還することを命ずる。	

	

（その他）	

第１２条 特別の事情により第４条、第６条、第７条及び第１０条に定める算定方法、手

続によることができない場合には、あらかじめ内閣総理大臣の承認を受けてその定める

ところによるものとする。	

	

（別表）	
１区分	 ２種目	 ３基準額	 ４対象経費	 ５補助率	

子ども・子育

て支援事業

費補助金	

幼児教育無

償化実施円

滑化事業	

内閣総理大臣が認めた額	 都道府県及び市町村における幼児

教育の無償化の実施のために必要

な超過勤務手当、管理職員特別勤務

手当、賃金、職員旅費、需用費（消

耗品費、燃料費、食糧費、印刷製本

費及び光熱水費）、役務費（通信運

搬費、広告費、手数料）、共済費（

賃金に係る社会保険料）、報酬費、

委託費	

定額	

幼児教育無

償化システ

ム改修等事

業	

内閣総理大臣が認めた額	 都道府県及び市町村における幼児

教育の無償化の実施に伴うシステ

ム改修及び設備整備を行うために

必要な超過勤務手当、需用費（消耗

品費及び光熱水費）、役務費（通信

運搬費及び手数料等）、委託費、使

用料及び賃借料、工事請負費、備品

購入費、負担金（共同開発によるも

のに限る。）	

定額	

	



 

別 紙 

 

平成 31 年度子ども・子育て支援事業費補助金交付要綱（案） 

 

（通則） 

１ 平成 31 年度子ども・子育て支援事業費補助金（以下「補助金」という。）につい

ては、予算の範囲内において交付するものとし、補助金等に係る予算の執行の適正

化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）及び補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号。以下「適正化法施行令」という。）

の規定によるほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

２ この補助金は、子ども・子育て支援新制度における保育士等の処遇改善のため、

各自治体が取り組む研修体制の整備、事業者に対する助言指導等の取組に要する経

費を補助し、処遇改善等加算の取得促進を図ること、幼稚園教諭免許状又は保育士

資格のいずれかの免許・資格を有していないものの免許・資格の取得促進に対する

取組を支援することにより、保育教諭の養成を促進し、もって幼保連携型認定こど

も園の安定的な人材確保及び幼稚園又は保育所等から幼保連携型認定こども園への

円滑な移行を図ること、子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 58 条に

基づく特定教育・保育施設及び認可外保育施設等の情報公表について、利用者の選

択に資する情報を直接閲覧できる環境を構築し、安定した運用を行うこと、並びに

都道府県及び市町村（特別区を含む。以下同じ。）が幼児教育の無償化の実施にあ

たり、その導入にあたって必要な事務及びシステム改修等に要する経費に対し補助

金を交付することにより、幼児教育の無償化を円滑に実施することを目的とする。 

 

（交付の対象） 

３ この補助金の交付の対象となる事業は、次の事業とする。 

（１）処遇改善取得促進事業 

「平成 31 年度保育士等の処遇改善取得促進事業の実施について」（平成●年●

月●日府子本第●号）に基づき、都道府県が行う事業 

（２）幼稚園教諭免許状・保育士資格に係る連携事業 

「平成 31 年度幼稚園教諭免許状・保育士資格取得に係る連携事業の実施につい

て」（平成●年●月●日府子本第●号）に基づき、都道府県が行う事業 

（３）子ども・子育て支援全国総合システム等情報公表事業 

「子ども・子育て支援全国総合システム等情報公表事業の実施について」（平

成●年●月●日府子本第●号）に基づき、公募により選定した法人（以下「公募

法人」）が行う事業 

（４）幼児教育無償化実施円滑化事業 

都道府県及び市町村が幼児教育の無償化の実施にあたり、その導入にあたって

必要となる事務 

（５）幼児教育無償化システム改修等事業 

都道府県及び市町村が幼児教育の無償化の実施にあたり、その導入にあたって

必要となるシステム改修等 

 

 

（交付額の算定方法） 

４ この補助金の交付額は、次により算定された額とする。ただし、算出された額に

1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切捨てるものとする。 

（１）都道府県が行う事業の場合 

ア 別表の第２欄に定める種目ごとに、第３欄に定める基準額と第４欄に定め

る対象経費の実支出額とを比較して、いずれか少ない方の額を選定する。 

イ アにより選定された額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額

とを比較して、いずれか少ない方の額を交付額とする。 

 （２）公募法人が行う事業の場合 

   ア 別表の第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支出額とを比

較して、いずれか少ない方の額を選定する。 

イ アにより選定された額と総事業費から寄付金その他の収入額（営利を目的

としない法人については寄付金を除く。）を控除した額とを比較していずれ

か少ない方の額を交付額とする。 

 

（交付の条件） 

５ この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）事業内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、内閣総理大臣の承

認を受けなければならない。 

（２）事業を中止する場合又は廃止する場合には、内閣総理大臣の承認を受けなけ

ればならない。 

（３）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合に

は、速やかに内閣総理大臣に報告してその指示を受けなければならない。 

（４）事業により取得し、又は効用の増加した単価 50 万円以上の機械、器具及びそ

の他財産については、適正化法施行令第 14 条第１項第２号の規定により内閣総

理大臣が別に定める期間を経過するまで、内閣総理大臣の承認を受けないで、

この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担

保に供してはならない。 

（５）補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費

税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、別紙様式●により速

やかに内閣総理大臣に報告しなければならない。 

   なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一

支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本

社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税

売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

   また、内閣総理大臣に報告があった場合には、当該仕入控除税額の全部又は

一部を国庫に納付させることがある。 

（６）内閣総理大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合に

は、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

（７）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後にお

いても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図

らなければならない。 



 

（８）この補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式１に

よる調書を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整

理し、かつ調書及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の

承認を受けた場合にはその承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管

しておかなければならない。 

ただし、事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価 50 万円以上の財

産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又

は適正化法施行令第 14 条第１項第２号の規定により内閣総理大臣が別に定め

る期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。 

 

（申請手続） 

６ この補助金の交付の申請は、次により行うものとする。 

（１）都道府県知事の場合 

     都道府県知事は、別紙様式●による交付申請書に関係書類を添えて、別に

定める日までに内閣総理大臣に提出するものとする。 

 （２）公募法人の場合 

     公募法人は、別紙様式●による交付申請書に関係書類を添えて、別に定め

る日までに、内閣総理大臣に提出するものとする。 

 

（変更申請手続） 

７ この補助金の交付決定後の事情の変更により、申請の内容を変更して追加交付申

請等を行う場合には、６に定める申請手続に従い、別紙様式●による申請書及び関

係書類を内閣総理大臣が別に定める日までに内閣総理大臣に提出して行うものと

する。 

 

（交付決定を行うまでの標準的期間） 

８  この補助金の交付の決定までの標準的期間は、次のとおりとする。 

 （１）国は、交付申請書又は変更交付申請書が到達した日から起算して原則として

２か月以内に交付の決定又は決定の変更を行うものとする。 

 （２）都道府県知事及び公募法人の長は、交付決定の内容又はこれに付された条件

に対して不服があることにより、交付の申請を取り下げようとするときは、交

付決定の通知を受けた日から 15 日以内にその旨を内閣総理大臣に提出しなけ

ればならない。 

 

（補助金の概算払） 

９ 内閣総理大臣は、この補助金について必要があると認める場合においては、国の 

支払計画承認額の範囲内において、概算払をすることができる。 

 

（実績報告） 

10 この補助金の事業実績報告は、次により行うものとする。 

 （１）都道府県知事の場合 

都道府県知事は、別紙様式●による交付申請書に関係書類を添えて、別に定

める日までに内閣総理大臣に提出するものとする。 

 

 （２）公募法人の場合 

公募法人は、別紙様式●による事業実績報告書に関係書類を添えて、別に定

める日までに、内閣総理大臣に提出するものとする。 

 

 

（補助金の返還） 

11 内閣総理大臣は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を 

超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について国 

庫に返還することを命ずる。 

 

（その他）  

12 特別の事情により、４、６、７及び 10 に定める算定方法又は手続によることが 

できない場合には、あらかじめ内閣総理大臣の承認を受けてその定めるところによ 

るものとする。 

 



 

（別表） 

１ 区分 ２ 事業内容 ３ 基準額 ４ 対象経費 ５ 補助率 

子ども・

子育て支

援事業費

補助金 

保育士等の処

遇改善取得促

進事業 

3,000 千円 賃金、謝金、旅費、共済費、

報酬、需用費（消耗品費及び

印刷製本費）、役務費（通信

運搬費及び手数料等）、委託

費、使用料及び賃借料、会議

費 

1/2 

幼稚園教諭免

許状・保育士

資格取得に係

る連携事業 

1,000 千円 賃金、謝金、旅費、共済費、

報酬、需用費（消耗品費及び

印刷製本費）、役務費（通信

運搬費及び手数料等）、委託

費、使用料及び賃借料、会議

費 

1/2 

子ども・子育

て支援全国総

合システム等

情報公表事業 

206,000 

千円 

業務委託費、消耗品費、備品

費、工具器具備品費 

定額 

幼児教育無償

化実施円滑化

事業 

内閣総理大

臣が認めた

額 

都道府県及び市町村におけ

る幼児教育の無償化の実施

のために必要な超過勤務手

当、管理職員特別勤務手当、

賃金、職員旅費、需用費（消

耗品費、燃料費、食糧費、印

刷製本費及び光熱水費）、役

務費（通信運搬費、広告費、

手数料）、共済費（賃金に係

る社会保険料）、報酬費、委

託費 

定額 

幼児教育無償

化システム改

修等事業 

内閣総理大

臣が認めた

額 

都道府県及び市町村におけ

る幼児教育の無償化の実施

に伴うシステム改修及び設

備整備を行うために必要な

超過勤務手当、需用費（消耗

品費及び光熱水費）、役務費

（通信運搬費及び手数料

等）、委託費、使用料及び賃

借料、工事請負費、備品購入

費、負担金（共同開発による

ものに限る。） 

定額 
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別紙 

 

平成 31 年度保育士等の処遇改善取得促進事業実施要綱（案） 

 

 

１ 事業の目的 

認可保育所、幼稚園、及び認定こども園等における保育士、幼稚園教諭、

及び保育教諭等（以下「保育士等」という。）の処遇改善への取組みをより

進めるため、施設等に対する講習会や相談の実施等、処遇改善等加算の取得

を促進することを目的とする。 

 

２ 実施主体 

   本事業の実施主体は、都道府県とする。 

 

３ 事業内容 

   事業内容は、保育士等の処遇改善等に関する、①研修体制の整備、②事業

者に対する助言・指導、③指導監査等とし、それぞれ以下の（１）から（３）

に掲げる内容とする。なお、取組については管内にある多様な施設類型が対

象となるよう周知や工夫に努めること。また、事業の実施に際しては、処遇

改善加算取得促進計画の作成、及び当該事業実施による達成状況の報告を

行うこと。 

（１）処遇改善関係事業の要件として求められる研修体制の整備 

処遇改善関係事業の要件として求められる研修について、円滑な実施に 

向け、研修の内容や実施方法等の体制整備を行う。 

ア．処遇改善関係事業の要件として求められる研修制度の研修内容や実 

施方法に係る検討会議の開催 

イ．処遇改善関係事業の要件として求められる研修テキスト等の作成 

ウ．事業者や関係機関に対する説明会の開催 

（２）事業者に対する助言・指導 

処遇改善関係事業に取り組む事業者を支援するため、事業者に対する相 

談対応や助言、指導を行う。 

ア．事業者からの相談に応じる専用コールセンターの設置等の相談体  

制の整備及び実施 

イ．専門的な相談員（社会保険労務士等の処遇改善関係事業を実施するた

めに必要な知識及び経験を有する者）を事業所に派遣する又は専門ブー

スを設置するなどにより、給与規程等の整備等の具体的手順や規定の内

容に係る助言等を行う。 

（３）指導監査等 

処遇改善等加算が、実際に保育士等の賃金に反映されているかについて、

各自治体において、財務諸表や、賃金規程及び賃金台帳等の指導監査等を行

う。 

ア．専門的な相談員（財務諸表や、賃金規程及び賃金台帳等の指導監査を

行うために必要な知識及び経験を有する者）の指導監査等への同行 

イ．専門的な相談員による各自治体の職員に対する説明会又は講習会等の
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実施 

ウ．指導監査等を実施するうえで、必要となる専門的知識を習得するため

の研修テキスト等の作成 

          

４ 留意事項 

 他の交付金や補助金等の対象となる場合は本補助金の対象としない。 

 

５ 報告 

   都道府県は、別に定めるところにより、本事業の実施状況等を内閣総理大

臣に報告するものとする。 

 

６ 経費の負担 

   本事業に要する費用の一部について、国は別に定めるところにより補助

するものとする。 

 

 

 



別紙 

 

平成 31 年度幼稚園教諭免許状・保育士資格取得に係る連携事業実施要綱 

（案） 

 

１ 目的 

幼保連携型認定こども園に勤務する主幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭

又は講師（以下「保育教諭等」という。）は､幼稚園教諭免許状（以下「免許

状」という。）及び保育士資格（以下「資格」という。）の両方を有する者と

されているが、子ども・子育て支援新制度施行後５年間（2019 年度末まで）に

限り、免許状又は資格のいずれか一方を保有している者でも保育教諭等となる

ことができる特例を設けている｡ 

免許状又は資格の一方のみ保有する者のもう一方の免許状又は資格の取得

促進に対する取組を支援することにより、保育教諭の養成を促進し、もって幼

保連携型認定こども園の安定的な運営のための人材確保及び幼稚園又は保育

所等から幼保連携型認定こども園への円滑な移行に向けた環境整備を図るこ

とを目的とする｡ 

 

２ 内容 

（１）事業内容 

認定こども園、幼稚園、保育所等（以下「施設等」という。）に勤務する

者の免許状及び資格の併有を促進するために､免許状又は資格の一方のみ保

有する者が、事業実施年度末までに計画的かつ円滑にもう一方の免許状又は

資格を取得できるよう、都道府県が主体となって､施設等の関係団体（以下

「関係団体」という。）､幼稚園教諭及び保育士の養成機関（以下「養成機

関」という。）と連携して､組織的に講座等の受講機会を確保する事業｡ 

 

（２）実施主体 

都道府県 

 

（３）留意事項 

①  都道府県が主体となって､関係団体及び養成機関と連携して実施するこ

と｡ 

② 都道府県又は関係団体は、本事業の実施に当たり、管内の施設等の長及

び当該施設等に勤務する者に対して、免許状及び資格の併有の重要性につ

いての周知の他、必要に応じて認定こども園制度の概要、移行に必要な情

報、特例の取扱い、免許状及び資格取得に係る支援など必要な情報提供を

積極的に行うこと。 

③  都道府県又は関係団体は､管内の施設等に勤務する者の免許状又は資格

の取得希望について施設等に調査（以下「意向調査」という。）を行い、

円滑な免許状及び資格取得のための計画を作成すること｡ 

④  養成機関は､意向調査の結果に基づく都道府県又は関係団体からの要請

に基づき､計画的に講座の開設又は受講枠の確保を行うよう努めること｡

ただし、講座の開設及び運営に係る費用は本補助金の対象としない。 

⑤  事業実施年度内に､受講予定者が､養成機関において､必要な科目の受講

を開始していること｡ 

⑥ 本事業に係る事業実施計画の作成及び本事業の実施による達成状況に

ついて内閣総理大臣へ報告すること｡ 

⑦ 他の交付金や補助金等の対象となる場合は、本補助金の対象とならない

こと。 

 

３．費用 

本事業に要する費用の一部について、国は別に定めるところにより補助する

ものとする。 




